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議 題 協議事項１ 中心市街地活性化基本計画（案）について

配付資料

・次第

・資料１ 中心市街地活性化基本計画（案）

・資料２ 「個店の魅力向上」「新規出店支援」等への事業展開イメージ

・資料３ 商工会説明会議事概要

協 議 ・ 決 定 内 容

１ 開会（橋本係長）

２ 委員長挨拶

・前回委員会では、市街地活性化に係る基本コンセプトや基本方針、具体的事業メニューとなるハ

ード・ソフト２３事業について、骨子案をご確認いただいた。

・本日の委員会では、骨子案を計画書に落とし込み、新たに数値目標の設定等も盛り込んだ基本計

画（案）が提案されるので、ご審議・ご協議をお願いする。

・本日第５回策定委員会をもって審議を終了する予定である。

３ 議事 ※議長は青木博一委員長

（１）協議

協議事項１ 中心市街地活性化基本計画（案）について

※資料１を用いて、橋本係長が説明した。

・資料１は前回委員会で確認された骨子案を計画書に落とし込んだものである。内容としては、骨子

案を項目ごとに整理したり、表現に多少の肉付けや修正を加えているが、基本方針を実現するため

の２３事業の内容は変更ない。

・新たに計画の数値目標を設定しているので、骨子案を修正した箇所や新たに追加した項目を主とし

て、内容を説明する。

・４７ページであるが、基本コンセプトと基本方針については、より単純明確にするため、基本コン

セプトを「人々の元気・賑わいのあふれるまち」、基本方針を「人々が集い、気軽に楽しく交流が

行われる場を作る。」「人にやさしく、便利で住みやすいと感じる場を作る。」と一部修正を加えて

いる。



・１１月１５日に第５回商工業者ワークショップを開催し、ワークショップの成果として計画骨子案

を説明したが、その場で基本コンセプトや基本方針について意見を求めたところ、一見してわかる

ものが良いとの意見が大勢を占めたため、修正を加えた。

・４８ページであるが、想定する２３事業の施策体系図である。みんなが集まる場を形成するため、

回遊性を高める事業の実施により滞在時間を増加させる、あるいは来街目的につながる事業の実施

により来街機会を増加させるイメージを描いている。

・また、みんなが住みやすい場を形成するため、空き地・空き家情報の一元管理から始まり、宅地供

給支援等を通じて民間の住宅建設を促進し、復興公営住宅の建設とあわせて、居住を促進するイメ

ージを描いている。

・そして、中心市街地に人が集まることにあわせて、商店街やまちづくり会社の活動が活発になるこ

とをイメージしている。

・前回委員会では、直接、商業の活性化に関わる施策が弱いということと、外部から事業者が参入し

てこない現実に対して、外部の視点による課題の検証も必要とのご意見をいただいた。このご意見

に対して、現時点では商業活性化の具体的な事業が見つからないため、今後の取り組みとして、外

部の視点を取り入れることも含めて、活性化事業の選定までの道筋をお示ししたい。

・資料２「個店の魅力向上・新規出店支援等への事業展開イメージ」であるが、本資料は既存の支援

メニューを活用することにより、商店街活性化のためのステップアップの流れを示したものである。

・ステップ１として、個店の魅力アップを図っていく。町民アンケートでは、商店街には「魅力ある

店舗が少ない」という意見が多く、また、事業主も自らの事業を通じて市街地活性化に貢献する意

識が高いことから、まずはじめに、個店の魅力アップ事業に取り組んでいく。

・次にステップ２として、繁盛店ノウハウの共有化を図っていく。個店の魅力向上に係る実践を通じ

てモデル店舗を育成し、商店街としてノウハウを共有していく。

・ステップ１及び２は外部アドバイザーによる外部の目線で、個店や商店街の現状に対する客観的な

アドバイスが得られるため、外部の視点による課題や対策も明らかになると考えている。

・ステップ１及び２を通じて、個店あるいは商店街として実施すべき事業が見えてくるため、最後に

ステップ３として、地域商店街活性化事業や商店街まちづくり事業の活用により、具体的な事業を

展開するイメージを描いている。

・こうしたステップアップの流れを基本として、意欲ある事業者を中心に、まちづくり川俣、商工会、

町が一体となって、商業活性化に取り組んでいくことを想定している。なお、考え方としては、こ

の一連の流れを一つの事業として捉えることもできるため、２４番目の事業として計画に位置付け

ることも可能と考えている。

・５７・５８ページであるが、新たにお示しする市街地活性化の目標である。まず、２つの基本方針

から、計画の達成度を測定するための数値目標を２つ設定している。

・１つ目の目標は、中心市街地利用者を増やすこととし、中丁及び絹蔵前の歩行者交通量で達成度を

測定する。

・２つ目の目標は、人口の減少に歯止めをかけることとし、中心市街地の定住人口で達成度を測定す

る。

・本計画は平成２６年４月から平成３１年３月までの５年間の実行計画とし、平成３０年度を目標年

次とする。



・５９ページであるが、１つ目の目標指標「中丁・絹蔵前の歩行者交通量」の考え方や設定の仕方を

整理している。６０ページの結論だけ申し上げると、平成１２年から平成２５年までに減少した中

心市街地来訪者数と回遊率について、平成３５年度までの１０年間で平成１２年並みに回復させる

ことを目標とし、５年後の平成３０年度時点で来訪回数を月９．２回、回遊率を平日平均１０．２％、

休日平均７．１％に引き上げている。この設定によると、平成３０年度の歩行者交通量が平日平均

４３６人、休日平均３０３人となるため、これを目標数値に設定している。

・平成２５年現況では、ファンズ中丁店閉店の影響により、中丁交差点は人通りが非常に少ない状態

にあったが、１１月２２日のファンズ川俣店のオープンにより、失われた賑わいも戻ってくること

が見込まれるため、街なかに人を呼び込む施策効果もあわせると、設定した目標数値は十分に達成

できると考えている。

・６１ページの２つ目の目標指標「中心市街地の定住人口」については、まず、目標年次の平成３０

年の中心市街地人口が２，６０９人と推計される。次に６２ページであるが、この推計値に街なか

居住を推進する施策効果として２１５人上乗せすると２，８２４人となるため、これを目標数値に

設定している。

・民間事業者との連携による宅地開発、新規住宅建設については、一連の流れをストーリー立てで整

理・提案することで事業者の理解を深め、事業の円滑な推進に努めたいと考えている。

・６３ページ以降は、計画に登載を予定する２３事業について分野別に区分し、事業の必要性等を整

理している。内容の説明は省略するが、項目立ては国に認定申請する場合の構成となっている。

・計画に登載を予定する２３事業は、その財源として、主に社会資本整備総合交付金を見込んでおり、

中心市街地活性化法に基づく国認定を条件としていない。従って、国認定を目指す必要がないため、

７６ページ以降は記載内容の一部を保留している。

・あえて国認定の構成にしているのは、将来的に国認定を受けて実施すべき事業が必要になり、計画

に追加登載する必要が生じる可能性も残るため、それに備えて、計画書を整理したいと考えている

ためである。

・最後に１１月１５日に開催した川俣町商工会理事を対象とした骨子案説明会について報告する。説

明会の趣旨は、中心市街地活性化計画が行政と民間が一体となって推進すべき計画でもあるため、

商工業を代表する商工会理事に骨子案の概要を説明し、ご意見をいただくとともに、活性化事業を

推進するパートナーとしてのご協力もお願いしたいことから、説明会を開催した。質疑応答の概要

は資料３「中心市街地活性化計画骨子案に係る説明会議事概要」のとおりである。

【質疑応答】

昆邦男委員

まちづくり会社が本来の活動を展開できる計画内容と考えているが、人員を増やせない現状にある

ため、フォローも含めた支援が必要である。推進体制として、産業課が主管し、中心市街地活性化推

進本部の設置が予定されているが、まちづくり会社の運営組織体制に不安が残っている。

橋本係長

株主も含めてまちづくり会社の運営組織体制を確認すべきと考える。具体的な事業の推進にあたっ

ては、まちづくり会社、商工会、町が連携して対応したいと考えている。まちづくり会社に対する町



の支援であるが、運営補助金や業務委託の形で既に人的支援が行われている。これにプラスの支援を

行うかどうかは未定であるが、既に支援が行われている現状はご理解いただきたい。

昆邦男委員

あえて申し上げるが、より一歩踏み込んだ財政的な支援をお願いしたい。また、中心市街地活性化

推進本部とまちづくり会社との関係はどのように整理されるか。

橋本係長

中心市街地活性化推進本部は、国の認定を受ける場合に想定される書き込みである。この組織を実

際に設置するか否かは別として、活性化計画の進行管理、すなわち実施を前提としている事業が未実

施とならないようチェックをしっかり行いたい。町とまちづくり会社は車の両輪として事業を推進す

ることになるため、お互いの進行状況を確認する行為は必然的に行われると考えている。

入江悦雄委員

川俣町の人口はどんどん減少している。子供達が一度に増加することはなく、人口減少に歯止めを

かけるためには、外部から人を集めることが必要となる。今、町内いる人達の購買だけでは商業は潤

わないため、外部の人達による購買が必要でなる。道の駅には大型バスも含めて多くの人が立ち寄る

が、来訪者は道の駅が目的で、野菜や川俣シャモを見て、買って、別の場所に移動していく。道の駅

を中心市街地に移転すれば、街なかへの来訪者が増え、散策コースの整備とあわせて絹や川俣シャモ

を提供する通りも整備されれば、お金を落としてくれると考える。個店の魅力を高めていくと説明が

あったが、自分自身この１年間、街なかで買物したことがなく、食料品、生活用品は道の駅周辺の商

業施設、家電製品は福島市で購入しており、それで間に合っている。これが現実であるため、外部の

人達に対する工夫が必要となる。川俣町はガソリンが高いため、商店を置いてガソリンを安くする、

あるいはポイントを付けるなど工夫すれば、町にお金を落としてくれるのではないか。コンサルタン

トをあてにせず、川俣町民が本気で考え行動しないとどうにもならない。河川沿いに散策コースを整

備するとあるが、一体誰がそこを歩くのか。毎朝、徒歩で通勤しているがすれ違うのは１、２名であ

る。大多数は車で移動するため、大型バスでも立ち寄れるスペースが必要である。マラソン人口が増

えているため、散策コースには距離表示をしても面白いと思う。スポーツ用品店やシャワー施設を整

備して、外部の人がお金を落とす工夫が必要と考える。

橋本係長

道の駅が郊外にできた経緯であるが、道の駅は大きな駐車スペースを確保できることが条件の一つ

になっている。川俣町ではもともと物産館があの位置にあり、十分な駐車スペースも確保できるとの

判断からあの位置となった。街なかに道の駅のような賑わいをつくる視点では、まちの駅という言葉

もあり、空き店舗、駐車場、担い手などの条件が揃えば、活性化事業の一つとして実現も可能と考え

ている。

川﨑興太委員

説明を求めたいこと、議論を見直して欲しいことが３点ある。１点目は、商店街の実態として、近



い将来も含めて約半数が店を閉店したい意向がある中で、町外の人が川俣町の商業の場に参戦できる

環境づくりが必要と申し上げた。それに対する答えが資料２と思うが、自分の真意は町の実態を見て

何が必要か探ることが大切であって、国や様々な機関の補助メニューにあわせて実施することを考え

ていく発想が問題ということである。中心市街地活性化は様々な地域で取り組まれているが、商業ま

ちづくりの視点で取り組み、活性化している地域は例外的に少ないくらいの割合しかない。大多数は

こうした発想の下で取り組み、活性化していないのが現状であるため、補助メニューが大事なことは

理解するが、商業者との議論を勘案したうえで、川俣町に何が必要かを把握すべきである。この部分

の記載がないことに納得していない。２点目は、支援メニューに利子補給があるが、ある委員はこの

程度の支援では効果が見込めないと発言しており、本当に市街地活性化が図れるのか強い疑念を持っ

ている。これに対してどのような検討を行ったのか説明をお願いしたい。３点目は、中心市街地区域

内部の議論だけでなく、区域を広げた視点、それは都市計画の視点になるが、７９ページの〔２〕都

市計画手法の活用の記載は国の認定を受ける場合の記載内容と理解するが、１点目と同様に国の認定

を受けるために準工業地域における大規模集客施設の立地を制限するという発想はむしろ逆で、国の

認定を受ける受けないにかかわらず、中心市街地活性化のために実施するというスタンスがないこと

が問題である。町が都市計画をどう考えるのかが重要で、その結果としてやるやらないはどちらでも

よい。関連して、計画（案）の赤文字は、国の認定を受ける場合の記載と注意書きがあるが、計画が

今後どうなるか分からない状態で、活性化計画をつくる委員会が議論を終了するという理解で良いか

確認したい。もし、本日策定委員会が最終となるならば、委員会としては赤字の表現内容を見て判断

して、委員長、副委員長が今後も役職を続ける中で、町が国の認定を受ける受けないの判断をすると

いう理解で良いか。

橋本係長

１点目について、前回委員会でも説明したとおり、商店街事業主とワークショップを実施し、活性

化事業を検討したが、担い手の部分で躓き、具体的な事業が見つからなかった。これに対して商店街

活性化の具体的メニューがなく、弱いと指摘があったため、事業を見つけるまでの道筋を示したのが

資料２である。既存メニューに乗らずに自主的な取り組みで何が必要か探ることが大切ということで

あるが、外部アドバイザーに現状を見てもらうことを通じて、外部の目から見た意見が商店街の人達

にも届くと考えている。実際、商店街の人達はどこが悪いかは理解しているが、それに対して何をす

べきかなかなか掴めないのが現状である。従って、道筋を立てて、足元を一つ一つ固めていく過程で

課題に対する意識も共有できると考えている。

２点目について、５年間で実施を見込む２３事業は３０億円の事業費であり、財政的な裏付けも考

える必要があることは前回委員会でも説明している。土地取得費の半分を町が助成することも提案さ

れたが、土地取得は個人資産の形成にあたり、一部の人に対して特別な措置を講ずることは難しく、

踏み込んだ結論は出せないことも既に説明しているとおりである。今回、活性化事業として提案して

いる一連の流れ、建物除去、宅地造成、個別・集合住宅建設では、支援は小さくても、それぞれの段

階ごとに利子補給を予定している。パーツとして見れば利子補給は小さな支援かもしれないが、建物

除去が最終的には住宅建設につながる一連の流れをイメージできるよう道筋を示し、土地・建物所有

者、民間事業者の理解を深めながら事業を推進したいと考えている。今後、民間事業者との協議を進

めることになるが、それぞれの過程で民間事業者が明らかにしたい部分が見えてくると思うため、な



るべく早くに詰めて、共有できる道筋を確立したいと考えている。こうした推進過程を踏むことで意

識を共有し、ある程度の成果を挙げたいと考えている。

３点目について、赤字の表現は、国の認定を前提とすると、こうした項目の書き込みが必要となる

ため、簡単に表現したものである。国の認定を受けるとなった場合は、新たに活性化協議会を設置し、

民間が実施する事業や推進体制づくりもしっかりと詰めることが必要となるため、新たな協議がスタ

ートするイメージを持っている。策定委員会に提案した内容については、計画の骨子案、すなわち基

本コンセプトと基本方針、それにぶら下がる事業について、ご確認いただきたいと考えている。なお、

当初示した策定スケジュールでは、第５回をもって終了すると説明しているため、本日策定委員会を

もって終了することとしたい。本日、基本的な内容をご確認いただいた場合はパブリックコメントを

実施する予定である。ただし、予定する２３事業も財政的な精査が必要とも考えており、記載内容に

大きな変更が生じる場合は、第６回以降の策定委員会開催も予定したいと考えている。

川﨑興太委員

１点目については、今後１０年間に店を閉店する方が多い中で、そうした町の内部の方々に１０年、

２０年先を見据えた意見を求めてもなかなか出てこないだろうという考えがスタート地点にある。２

点目については、５年間で実効性を前提とした事業メニューであることは理解するが、もし、提案さ

れている事業のすべてを抜本的に見直すとはならないならば、委員の発言の意図も尊重した整理も必

要と考える。今後、中心市街地活性化法の認定を受ける受けないの判断もあるとすれば、事業を並べ

るよりは市街地活性化あるいは商業活性化の視点で、町の実情の課題をリストアップすることがむし

ろ大切ではないかと考えている。例えば、商業であれば１０年、２０年先を見据えて担い手をどう確

保するのか、どのような取り組みをすべきなのか、計画案では体制づくりが明示されているが、それ

ぞれがすべきことを明示した計画のほうが良いと考えている。３点目については、都市計画は、市街

地活性化を図るうえで町としてどのような方針でのぞむのかということが基本になるため、国のフォ

ーマットにあわせた書き込みではなくて、認定を受ける受けないにかかわらず、将来を見据えた町の

目標や方針について、どのようなまちを形成していくのか、その中で中心市街地をどのようにしてい

くのか、都市計画をどのように運用していくのか、その手法として人口増加につながる集客施策とな

るが、その前段で町として都市計画を町あるいは広域的な視点でどのように運用していくかという記

載があった方が良いと考える。

橋本係長

担い手がいない問題であるが、現状は若手で後継者がいる割合は半数程度ある。その残りの方々に

意見を聴くことは想定していない。個店の魅力アップは、将来も事業継続に前向きな方々を対象とす

る予定であり、こうした方々の意見を聴き、事業も展開するイメージである。やる気のある方々を中

心として個店の魅力アップを図り、その過程で商店街としてすべきことも見えてくると考えている。

活性化計画では都市計画とのリンクも考えなければならないが、現都市計画の見直しは行わない前提

で考えているため、特別に強調する部分はない。都市計画の位置付けについて、書き込みが少ないと

いうことであれば記載内容は調整する。課題のリストアップについては、問題であることは理解して

いても、それを課題として捉えたときに何をすべきかはなかなか見えてこないが、こうした点は再考

すべきと判断するため検討させていただく。



誉田幸男委員

人々を街なかに引き込む道路が整備されていない。黙っていても車が流入するよう街なかに道の駅

をつくることもアイディアである。川俣精練跡地付近は道路のクランクがきつく改良の必要があり、

以前にも提案した記憶がある。こうした都市計画道路が計画（案）に登載されていないことに不満を

感じる。導線を確保すれば商業は自然に張り付くものである。無理やり後継者にやる気を起こさせな

くとも、商売になるならば自然に商業が発生する。少なくともその条件整備を入れていくのが計画と

考えている。街なかに居住人口を２００人程度増やす目標となっているが、不十分と考えている。福

島市や二本松市でもなかなか建設が進まず、被災者復興住宅には苦労しているため、町は被災市町村

に対して、被災者復興住宅を申し入れるアクションを起こすべきである。それにより人口を増加させ

る政策でなければ、単に住宅を増やし、人を２００人増やすだけでは物足りない。除染が終了すれば

人口も減るため、被災者を誘致する大胆な発想も必要と考えている。

橋本係長

都市計画道路については確かに意見をいただいているが、事業選定は５年間で実施が見込まれるこ

とを前提としている。道路整備には用地買収等の課題もあるため、５年間で実施することは困難と判

断していることはこれまでも回答している。都市計画道路は前計画で実現できず、積み残しとなって

いるが、今回計画では落としている。被災者に川俣町に住んでもらうことは支援につながるが、基本

的なスタンスとして、被災者に積極的にＰＲすることは控えたいと考えている。理由としては、積極

的なＰＲは他市町村への配慮に欠けると判断しているためであり、表に出さなくとも川俣町に住むこ

とを受け入れ、想定する事業の対象として支援することを考えている。

高橋文雄委員

実施年度を見ると、２３事業の重要度に疑問が残る。人を増やすために一番先に取り組む必要があ

るのは６９ページの街なか居住を推進する事業ではないか。文化施設は人がいてはじめて使われるた

め、人がいなければ効果が上がらない。実施年度については２６年度から３０年度としか記載がなく、

年度ごとに何をやるのか全く分からない。

橋本係長

６９ページの説明をすると、２３事業を項目ごとに振り分けた結果、６の公営住宅等を整備する事

業などに該当する事業が復興公営住宅整備などに分類されることとなる。６番だから重要度が６番目

という意味ではない。２３事業には優先度や重要度の順位付けはしておらず、どの事業も段階を経な

がら推進することになるが、すぐ着手できるところは着手する予定である。住宅建設については、情

報の一元管理をスタートと考えているため、２６年度にすぐに住宅が建つというイメージは持ってい

ない。空き家除去から住宅建設までの全体ストーリーが見えるようにしたうえで、事業を推進したい

と考えているため、住宅建設は早くとも２７年度と考えている。準備期間が必要な事業、今すぐでき

る事業と様々であるため、表面に見える違いが分かりにくいとは思うが、年度別に想定する取り組み

はイメージしている。２３事業は主な財源として、社会資本整備総合交付金を見込んでいるが、２６

年度計画分として２５年度に要望している事業は、街なかの側溝整備とあわせた歩道整備事業であり、



認められれば２６年度から着工が可能と考えている。その他の事業については、社会資本整備関連の

計画作成や県申請がこれから開始されるため、実際に財源が確保できるのは早くて２７年度となる。

２６年度については、２７年度に向けて関連する要綱等の整備や関係者との合意形成が主な取り組み

となる。

誉田幸男委員

復興公営住宅（川俣精練跡地）の進捗状況はどうか。用地は既に町が取得しているため、都市計画

道路を通すことも可能ではないか。復興公営住宅は高層建てとするのか。

橋本係長

復興公営住宅の建設はなるべく早くとはなっているが、場所が川俣精練跡地となっている以外、具

体的な時期も明確になっていない。

伊藤智樹委員

復興公営住宅は旧川俣精練を解体し、跡地に建設予定である。住宅は山木屋地区住民に提供される

が、現在、建設事業費や戸数を国と協議中である。道路を通すと建設用地が手狭になり、また、現時

点では高層建てではなく戸建てを予定している。解体費用や建設費用は国の復興交付金を財源に見込

んでいるが、道路を通すとなると状況が一変する。早期の建設が求められている中で、大きく舵取り

を代えることはさらに時間を要する結果を招くこととなる。

入江悦雄委員

人が住めば市街地は活性化するのか。皆、買物は福島市に行く。住むことは住んでも市街地の商店

は潰れていくのではないか。従って、人を外から呼ぶことを考えなければ、市街地は活性化しない。

箱物ばかりつくっても、福島市で働き、買物して外でお金を落とし、川俣町には帰ってきて電気代だ

け払うこととなる。本も洋服もインターネットで買えるため、中心市街地は商売の場ではなく観光の

場にする、こうした発想の転換を図らなければ、国のお金をあてにした事業はそれなりの事業はでき

るかもしれないが、箱物ができて終わりである。その先の子供達には何もない。今生まれてこれから

小学校・中学校と育っていく子供達が暮らして、商売ができるというビジョンを描かないと、皆、出

て行って過疎地になって終わりである。お金の調達よりもまずビジョンが必要である。

昆邦男委員

街なかに人を呼び込むアイディアとして、道の駅を街なかにという意見であるが、駐車スペースの

確保など現実的ではないと考える。１０数年前に作成された前計画では、１０年間で実施という枠組

みがなかったため長期的な計画も含まれているが、コスキン会館建設、シルバーハウジング、ヤング

ハウジングなど、今回計画よりも大規模で詳細な構想が描かれていた。皆、前計画のような構想を期

待しているが、実現できない構想よりも着実に実現できる５年間の構想の方が重要と考えている。

青木博一委員長

前計画はお金がなく失敗に終わった。道路の見直しが必要となると、都市計画の見直しが必要とな



り、時間を要することとなる。復興公営住宅は中心市街地のインパクトの一つにはなる。何にもなら

ないかどうかは見方一つである。例えば、絹蔵は非常に無駄と思っている人もいるが、多くの人々の

利用があり無駄でないとする見方もある。

川﨑興太委員

入江委員、高橋委員は大切な意見を言っている。５年間に閉じた計画とした場合に漏れてしまうこ

とがたくさんあって、果たして将来的に川俣町のためになる計画になっているかという視点は非常に

大切である。５年間で実施する行政計画は行政が責任を持って作成すればよいと考えるが、仮に実施

してみて５年後に５年間を振り返った場合に、果たして将来のために何かやってきたかという点に禍

根を残さないかということを入江委員は言っている。課題を整理して残すことを提案したが、もし長

期的な視点でつながる内容になっていないならば、課題を残すことも方法と考える。また、高橋委員

は５年間のストーリーや将来の向かう先が分からないと言っているのであって、計画（案）では４８

ページの施策の体系イメージで大まかな表現にとどまっている。高橋委員は住むことが大切、誉田委

員は交通網整備が大切と言っており、５年間で終わる話ではないかもしれないが、将来に過去の今の

時点を振り返ってみて、今のまま先のことを考えずに進めることに悔いが残らないか、委員の言わん

とするところをきちんと理解して対応して欲しいと思う。再度確認したいが、住民が中心市街地に必

要な施設として約３分の２の方々は商店が必要と回答している。約４割は飲食店が必要と回答してい

る。他の市町村では第一に駐車場が必要というのが多く、川俣町は非常に珍しいケースである。住民

意向が反映された計画としての観点では、商店が必要との要望に対して体制づくりの書き込みしかな

いのは、一委員としてあまりにも寂しいし物足りなさを感じている。住民の熱い思いに対して課題の

形であっても答えるべきであり、体制づくりや魅力アップが駄目であったということで終わらないた

めにも、長期的な視点を検討して欲しい。

橋本係長

外部の人々を街なかに呼び込むという入江委員の視点であるが、今回確認いただいた基本コンセプ

トと２つの基本方針は、今、街なかに人がいないため、人がいる施策が必要との考えから、人が街な

かにやってくるイベントや来街目的となる仕掛けを作っていくことを１つ目の方針としている。そし

て、街なかに住む人を増やすことを目的として、具体的に古い住宅を除去して新しい住宅を建てる施

策も示している。具体的な事業メニューとして２３事業を提案しているが、個別事業について物足り

なさを感じているという意見は理解している。しかし、街なかに人を呼び込むという視点については、

個別事業が町外の人も対象に含めていることをご理解いただきたい。街なかに人を呼び込む施策とし

て、街なかの史跡等と絡めて広瀬川沿いにウォーキングコースを設定する、そしてウォーキングで来

街した方々が街なかで休憩できるスペースをつくるということを漠然的ではあるがイメージしてい

るため、町外の方々を引き込む視点が全くないわけではないことをご理解いただきたい。７割の方々

が商店を必要と回答していることに対する解釈であるが、今、無いから欲しいということではなく、

今ある商業施設が将来も無くならずに残って欲しいという意味に捉えている。具体的には街なかで買

物できるスーパーが無くなることを心配しての意見と考えている。アンケートではその意図を確認で

きるものがないため断定はできないが、今、買物ができる状態を無くさないで欲しいという意味に捉

えている。このほかアンケートでは個店に魅力がないという意見が多くあることから、スーパー以外



の個店には行こうとする意識が働いていないと考えている。

川﨑興太委員

アンケートでは、身の回り品の買物場所として、約３割が中心市街地、約７割が道の駅周辺である。

この現状に対して約７割は中心市街地に必要なものとして商店を要望しているが、中心市街地の買物

における現状と要望の差分はどのように考えるか。その差分を考えると現状に満足していないという

印象を持っている。

橋本係長

スーパーは街なかにも道の駅周辺にもあるが、街なかのスーパーを利用しているのは街なかに暮ら

す高齢者等が中心となっている。そのため、街なかに人がいなくなると、街なかに住む高齢者等の身

近な買物場所が無くなってしまうため、街なかに人を増やし、最低ラインの商業機能の維持が必要と

の認識に立っている。今、商店街に無い新たな機能を求める意見もあると思うが、ゲームセンター等

の娯楽施設は計画に盛り込みことは困難と考えている。商店を望む約７割の意見は、街なかの高齢者

等が将来的にも買物できる場所を残して欲しいとする意見と判断している。差分については分からな

い。

入江悦雄委員

高齢者の買物場所ということであるが、高齢者はどんどん高齢化して買物に行けなくなる。逆に商

品を集めて車で運ぶビジネスが成立すれば、個店を維持する必要はなくなる。今の世の中では、大き

なスーパーがどんどんできて、個店の維持は非常に難しくなっている。スーパーに個店が入るならば

良いが、個店のままで頑張ろうという人がどれだけいるか。特徴があって、人が入り、絶対売れるな

ら良いが、そんな個店はどれだけあるか。

橋本係長

物を販売する以外に床屋等のサービスを提供する個店もある。家電製品は大多数の人が福島市に行

ってしまう。ただし、街なかの高齢者は道の駅周辺のホームセンターで家電製品を購入する割合は高

い。こうした方々が、街なかと道の駅周辺、すなわち川俣町内で買物できる環境は将来的にも維持し

たいと考えており、個店に魅力がないかもしれないが、町内で調達できるようにはしたいと考えてい

る。個店の魅力アップは本当に難しいかもしれないが、頭ごなしに否定はしたくないと考えている。

入江悦雄委員

高齢者のために個店で商売する人はどれだけいるか。自分の世代だけやるなら良いが、後継者は違

うところに行ってしまう。

昆邦男委員

農業でも商業でも世代交代に伴って変化が生まれる。川俣町に限らず、全国的に見ても商店街はど

こもシャッター通りとなっているのが現実である。川俣町の商業だけが活発になるとは考えられない。

そのような現実にあっても、街なかに人がいる状況をつくるためには、コンパクトシティも含めて、



５年間で人が住める状況をつくる施策が最も近い政策と考えている。

誉田幸男委員

米国では図書館等を核として新しい下町をつくっている。車社会から脱皮して隣近所で歩いて暮ら

せるコンパクトシティを進めている。日本においてもそうした取り組みが必要と考えている。川俣精

練跡地には復興公営住宅と複合して、図書館等の公共施設を併設することもアイディアと思う。

橋本係長

図書館等は街なかに建設する計画を提案している。場所は未定だが、中丁・瓦町がふさわしい場所

として想定していることは既に説明している。川俣精練跡地は復興公営住宅の建設を想定しているた

め、そこに図書館等の機能を併設することは考えていない。

伊藤智樹委員

川俣町の人口規模から見ると、中央公民館にある現在の図書館は小さい。教育サイドでも図書館建

設の必要性は認識している。場所も含めて検討を進めていく方針であることをご理解いただきたい。

入江悦雄委員

子供の遊び場設置について、子供が少ない中で子供の遊び場をつくって、誰がそこに子供を連れて

いくのか。学校の学童保育を充実して、長時間預かるようにすれば、人件費だけでその他の負担は必

要なくなる。放課後に学校からその施設まで誰が送っていき、誰が引き取りに行くのか。

佐藤美恵子委員

飯坂地区の子供達であるが、自分達の手段で街なかに移動し、街なかで買物して中央公園や南小学

校グランドでご飯を食べて遊んで帰ってきている。遊び場がなくて可哀そうと思っている。学童保育

は学童保育でしかなく、学校の延長に過ぎない。大人と同じように息抜きしたい場合は街なかに行く

が、歩ける距離ならば集団で歩いていく。

橋本係長

放射線被曝を気にせずに遊べる場を屋内に整備する計画を進めている。保護者の意見を聴くと、未

就学児が砂場で遊べる要望が多く、各学校に整備することは困難であるため、どこか一箇所に整備す

る方針で検討している。こども元気復活交付金という国の支援を受けての事業である。

（２）その他

橋本係長

本日提案した計画（案）は国の認定を受ける前提の体裁としている。赤字記載の部分については、

改めて協議することとなるため、この状態で策定委員会の協議を閉じることに問題はあると思う。た

だし、本日の策定委員会で確認したかったことは、基本コンセプト、基本方針、それにぶら下がる２

３事業であって、特に問題なければ、それをベースとした計画（案）も問題ないとの判断で、本日第

５回策定委員会をもって協議を閉じても支障ないと考えていた。問題があるとの判断であれば、第６



回以降の策定委員会を開催させていただく。

入江悦雄委員

策定委員会は協議を閉めるための場ではない。外からの目線で見てみると、内容に問題があると考

えている。

青木博一委員長

入江委員の視点は十分理解できる。商業者として何十年も同じ意見を議論してきた。１０数年前に

前計画を策定したが、実勢と合わず、ほとんど実現できなかった。この反省からできるところからき

ちんと実施していく方針で今回計画を検討してきた。

入江悦雄委員

川俣町に人を呼ぶアイディアが重要である。住宅をつくっても家賃が同じならば川俣町には住まな

い。電気代やガス代を町が補助して安く住めるようなメリットがないと誰も住まない。

青木博一委員長

街なかにお菓子屋が店を連ねる場合などは観光地となりうるが、伊勢神宮のようなインパクトの強

いものがなければ観光地とはならない。企業を誘致すれば職場に近いところに住居を構えるため、川

俣町の人は増える。本来はそういうことを考えなければならない。そういう人達の利便性に配慮して、

裏通りの道路を改良して、車が入れる住宅地を整備することが必要となるが、区画整理事業はお金も

かかってなかなか難しい。次回策定委員会の開催は、事務局と相談して判断する。

川﨑興太委員

次回策定委員会を開催する場合は、本日、各委員から出された直接的な発言のほかに、発言の真意

も記録に起こして、どうするのかということをきちんと提示して欲しい。次回策定委員会を開催しな

い場合は、各委員の意見を重く受け止め、反映できるところは反映して欲しい。

４ その他

５ 閉会（橋本係長）


